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資料 3 
 

浜松市創造都市推進会議規約の改正について 
 
 

 

浜松市創造都市推進会議規約の一部を次のとおり改正する。 

 

 

1 第 15条第１項中「企画調整部企画課」を「市民部文化政策課」に改める。 

 

2 別表（第 4条関係）中「企画調整部・」を削る。 

 

条項等 改正前 改正後 

第 15条第１項 

推進会議の事務局は、浜松市企画調

整部企画課内（浜松市中区元城町 10

3番地の 2）に置く。 

推進会議の事務局は、浜松市市民部

文化政策課内（浜松市中区元城町 10

3番地の 2）に置く。 

別表（第4条関係） 
浜松市【企画調整部・市民部・産業

部】 

浜松市【市民部・産業部】 

 

附則 

この規約は、平成 27年 7月 1日から施行する。 

 

 

 

 

（改正理由） 

  平成 27年 7月 1日付の浜松市の組織改正に伴い、創造都市推進に係る業務の所掌が企画調整

部企画課から市民部文化政策課に移管されるため。 
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浜松市創造都市推進会議規約（改正案） 
（名称） 
第１条 本会は、浜松市創造都市推進会議（以下「推進会議」という。）と称する。 
 
（目的） 
第２条 推進会議は、「『創造都市・浜松』実現のための基本方針」（以下「基本方

針」という。）の理念にのっとり、本市における多様な主体による創造都市の取組を

支援するとともに、国内外の創造都市との交流・連携を進め、『創造都市・浜松』の

発展を図ることを目的とする。 
 
（事業） 
第３条 推進会議は、前条の目的を達成するために、次の各号に掲げる事業を行う。 
 (1) 基本方針の理念に則した事業計画（以下「事業計画」という）の策定及び進捗

管理に関すること。 
 (2) 国内外の創造都市との連携・交流に関すること。 
 (3) 創造都市の担い手研修や人材育成に関すること。 
 (4) 創造都市施策についての調査・研究、提言に関すること。 
 (5)『創造都市・浜松』の情報発信に関すること。 
 (6) その他、前条の目的に資する活動。 
 
（構成） 
第４条 推進会議は、第２条の目的に賛同する別表に掲げる団体をもって構成する。 
 
（委員） 
第５条 推進会議の委員は、推進会議を構成する団体から推薦された者とする。 
２ 推進会議の委員として前項の団体が推薦できる人数は２名以内とする。 
 
（役員） 
第６条 推進会議に次の役員を置く。 
(1) 会長  １名 
(2) 副会長 １名 
(3) 監 事  ２名 

２ 会長は、委員の互選によって選任する。 
３ 副会長は、委員の中から会長が指名する。 
４ 監事は、委員の中から会長が指名する。 
 
（役員の職務） 
第７条 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 
３ 監事は、会計を監査し、監査結果を推進会議に報告する。 
 
（任期） 
第８条 委員の任期は、２年とする。ただし、この規約の制定の後の最初の委員の任
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期は、選任の日から翌々年の３月３１日までとする。 
２ 任期中に異動等が生じた場合は、前任者の残任期間を後任者の任期とする。 
３ 第４条別表の改正により新たに推進会議の構成団体となる団体から委員として

推薦された者にあっては、当該改正の日から任期が開始し、第１項及び第２項に該

当する者の任期終了とともに任期が終了するものとする。 
 
（会議） 
第９条 推進会議の会議（以下「会議」という。）は、会長、副会長、そのほかの委

員をもって構成し、その半数以上の出席をもって成立する。 
２ 会議は、会長が招集し、会長又は会長の指名するものが議長を務める。 
３ 会議の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求めること

ができる。 
 
（議決事項） 
第１０条 会議は、別に定めるもののほか次の事項を決議する。 
(1) 事業計画及び予算に関すること。 
(2) 事業報告及び決算に関すること。 
(3) 専門部会の設置 
(4) 推進会議の規約の改正又は変更 
(5) その他目的達成のために必要な事項 
 
（書面表決等） 
第１１条 やむを得ない理由のため会議に出席できない者は、あらかじめ通知された

事項について、書面をもって表決し、又は代理人に表決を委任することができる。 
２ 前項により議決を行使するものは、出席者とみなす。 
３ 会長は、緊急の場合においては、書面による賛否を求め、会議の議決に代えるこ

とができる。この場合における会議の成立及び議決については、第９条第１項及び

第３項を準用する。 
４ 会長は、前項の規定により決定した事項は、速やかに構成員に報告しなければな

らない。 
 
（専門部会） 
第１２条 推進会議は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 
２ 専門部会は、事業計画に則した具体的事業を企画する。 
３ 専門部会の委員は、推進会議の委員及び会長が必要と認める外部有識者をもって

構成する。 
４ 専門部会を構成する推進会議の委員は、会長が指名する。 
５ 専門部会を構成する外部委員は、会長が委嘱する。 
６ 専門部会の部会長は、専門部会の委員の中から会長が指名する。 
 
（会計） 
第１３条 推進会議の経費は、市の負担金その他の収入をもって充てる。 
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２ 推進会議の会計年度は、各年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
 
（解散） 
第１４条 推進会議は、第２条の目的を達成したとき又は解散の議決が行われたとき

をもって解散する。 
２ 推進会議が解散した場合は、所有する財産の残余財産は、浜松市に帰属するもの

とする。 
３ 前項に関わらず、推進会議を構成する団体が特定事業のために負担をしたものの

残余財産については、負担の割合に応じて負担者に帰属する。ただし、浜松市以外

の負担者が残余財産の帰属を辞退した場合には、当該残余財産は浜松市に帰属する

ものとする。 
 
（事務局） 
第１５条 推進会議の事務局は、浜松市市民部文化政策課内（浜松市中区元城町 103

番地の 2）に置く。 
２ 推進会議の事務局の組織及び運営については別に定める。 
 
（その他） 
第１６条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は、推進会議で別に定める。 

 
 
附 則 

 この規約は、平成２６年４月１６日から施行する。 
   附 則 
この規約は、平成２７年７月 1日から施行する。 
 
 
別表（第４条関係） 

団体名称 
公立大学法人静岡文化芸術大学【文化政策学部・デザイン学部】 
公益財団法人浜松市文化振興財団 
浜松商工会議所 
一般社団法人浜松創造都市協議会 
浜松市【市民部・産業部】 

 


